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先制攻撃を再び正当化

同種の文書に国防総省が発行する「合衆
国の国家防衛戦略」（２００５年３月）があった
が、ホワイトハウスが発行する安保戦略は、
国防総省のものと違って、防衛、外交、経済
を総合した安保戦略である点で根本的に異
なるはずである。しかし、文書は極めて軍事
色の強いものとなっている。
　ここでは、前文書で問題となった先制攻
撃論に焦点を合わせながら紹介する。

先制攻撃論の堅持を明記
　まず、２００６年安保戦略が先制攻撃をどの
ように正当化しているかを見ておこう。第Ⅴ
章「敵が大量破壊兵器をもってわが国、同盟
国、および友邦を脅迫することを阻止する」
の第４節「行動の必要性」がこの問題をとりあ
げている。先制攻撃に関連する部分を抜粋
訳して２ページに掲載する。
ここで展開されているのは、敵による「大
量破壊兵器による攻撃の結果が潜在的に
極めて破壊的なとき」、「たとえ敵の攻撃の時
間と場所」がはっきりしなくても、敵の攻撃が
「現実化するのを黙って傍観する」必要はな
い。「攻撃が起こる前に軍事力を行使する」

ことは正当である、という議論である。しかも、これが長年
の「自衛原則」だと言い、「これは先制攻撃の原則と論理
である」と断言している。
　自衛権を引き合いにして先制攻撃を正当化するやり方
は、２００２年安保戦略と同様である。そのときは、「必要なら
ば、先制攻撃によって自衛権を行使するため、単独行動を
とることも辞さない」と述べていた。
　米国が繰り返し自衛原則を持ち出しているので国連憲
章との整合性を論じているかのように見えるがそうではな
いであろう。国連憲章との関連で言えば、次の２つの点で、
厳しく批判されなければならない。まず第１点は、国連憲章
の自衛権は憲章第５１条にあるように「武力攻撃が発生し
た場合」を想定している。それ以外の武力行使は安保理

３月１６日、ホワイトハウスは「合衆国の国家安全保障戦略」を公表した。本文４９ペー
ジのコンパクトな文書である。これは、２００２年９月に出されたブッシュ政権最初の
「国家安全保障戦略」に次ぐものであり、それ以後のブッシュ政権が達成した成果
を述べながら、今後の国家戦略を述べている。
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米「国家安全保障戦略」を発表
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「先制攻撃は正当」―米・新戦略文書の傲慢
＜寄稿＞

ＮＰＴは壊れようとしている
リチャード・フォーク／デービッド・クリーガー

＜解説＞米軍再編と中央アジア
【連載】　「被爆地の一角から（９」 土山秀夫

5月１日号は15日号との合併になります。
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○



2 １９９６年４月２３日第三種郵便物認可 毎月２回１日、１５日発行２００６年４月１５日 第２５５号 核兵器・核実験モニター

の決定によらなければ侵略戦争であり戦争犯罪を構成す
る。第２点として現に武力攻撃が発生していなくても、「攻
撃が急迫しており、かつ不可避である」という状況におい
て「自衛権の行使」が許されるかどうかという議論がありう
るであろう。安易にこれを容認することは危険であるが、か
りにその議論に従うとしても、米戦略の先制攻撃論はその
ような論理に立っていない。「たとえ敵の攻撃の時間と場
所に関して不確実性が残っていても」先制攻撃は許され
ると言うのである。「（敵の）攻撃の結果が潜在的に極めて
破壊的」という主観的な予測だけが、先制攻撃の唯一の
条件となっている。
　これは「正義は自分たちが定義する」というに等しい傲
慢な論理であり、大統領がこれを公言するのは驚くべきこ
とである。

核態勢見直し（NPR）との結合
先制攻撃論は、２００１年１２月のＮＰＲにおける「新しい能力
の３本柱」の考え方と一体のものとして登場した。冷戦時代
の戦略兵器の３本柱は、ＩＣＢＭ（大陸間弾道ミサイル）、ＳＬ
ＢＭ（潜水艦発射弾道ミサイル）、爆撃機であった。これに
対してＮＰＲは、非核および核攻撃能力、ミサイル防衛など

の防衛、迅速対応能力をもったインフラストラクチャー、の３
つを「新三本柱」と名づけた１。ブッシュ政権は「攻撃力の
柱」において核兵器と非核兵器の間の区分を取り払った
（下図）。その結果、作戦上、核兵器と非核兵器の境を区別
する「しきい」が低くなった。さらにＮＰＲは、「適応性計画」に
より、一層の柔軟性と迅速対応の必要性を強調している。
冷戦時代のような大掛かりな、全面核戦争といった発想で
なく、むしろ、不測の事態に対して、小回りがきいて、迅速に
対処することを念頭に入れた戦略へと衣替えしたのであ
る。
　このような考え方が、米国の戦略軍の変化を生み出し、
最近のグローバル・ストライク戦略として現実化しているこ
とは、本誌２４９・５０号（０６年１月１５日）で詳しく論じたので参
考にしていただきたい。そこでも紹介したように、対北朝鮮
を想定した演習「グローバル稲妻」は、通常兵器攻撃と核
兵器攻撃の切り替えを想定したシナリオをもっており、グ
ローバル・ストライクが核・非核を一体化した概念であるこ
とを示している。
　つまり、先制攻撃論は「核・非核の間のしきいの低下」の
中で展開されているのである。その意味では、先制攻撃論
はいっそう危険極まりないものとなっている。さらに最近まで
は、この状況と米国が強力地中貫通型核兵器（ＲＮＥＰ）を
開発しようとしている状況とが重なっていた。米国に友好
的でないどこかの国が核兵器を開発しているという懸念
があれば、ＲＮＥＰで先制攻撃を行うというシナリオが、極め
て現実味を帯びたのである。幸い米議会がこのようなシナ
リオを嫌い、ＲＮＥＰ開発は軌道に乗っていない。しかし、国
家安全保障戦略が先制攻撃を要求する限り、ＲＮＥＰ開発
の要求は再燃すると考えなければならないであろう。

先制攻撃論の自衛隊？
　先制攻撃論はイラク戦争で実践された。その間の事情と
「釈明」が、０６年安保戦略第Ⅴ章後半に記述されている。
イラク・フセイン政権が、アルカイーダなどとの関係を持って
いるという証拠はなかったにもかかわらず、「イラクが大量
破壊兵器をもっていたら、何をするかわからない」との理屈
と、「イラクはＷＭＤを有している」との誤った情報を元に、
ブッシュ政権は２００３年３月２０日、イラクへの先制攻撃を開
始し、フセイン体制を崩壊させた。この間、国連安保理は、
米・英・スペインの最後通牒的な決議案に賛成せず、国連

合衆国「国家安全保障戦略」
（２００６年３月１６日）

先制攻撃に関する部分の抜粋訳

 「行動に軍事力が必要とは限らない。我々の強い希望であ
り通常採る方法は、重要な同盟国や地域のパートナーと協力
して、国際的な外交を通して拡散の懸念に対処することであ
る。しかし、必要ならば、長年にわたる自衛原則の下で、たとえ
敵の攻撃の時間と場所に関して不確実性が残っていても、
我 は々攻撃が起こる前に軍事力を行使することを除外しな
い。大量破壊兵器による攻撃の結果が潜在的に極めて破壊
的なとき、我 は々重大な危険性が現実化するのを黙って傍観
することはできない。これは先制攻撃の原則と論理である。
我々の国家安全保障戦略における先制攻撃の位置づけに
何の変化もない。我 は々常に慎重にことを運び、我 の々行動の
結果を秤量している。我 の々行動の理由は明白であるだろう
し、力は計算されたものであろうし、また根拠は正当なもので
あろう。」（第Ⅴ章「敵が大量破壊兵器をもってわが国、同盟
国、および友邦を脅迫することを阻止する」４節「行動の必要
性」２３ページより。訳：ピースデポ）

http://www.whitehouse.gov/nsc/nss/2006/

⇒6ページ下段へ

「
能
力
ベ
ー
ス
」の
概
念
に
お
け
る

新
し
い
三
本
柱

新しい三本柱は、さまざまな能力が入ったカバンを提供し、広範囲の不測
事態に対応するために要求される柔軟性をもたらす。

出典：米国防総省スライド　２００２．１．９
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核不拡散条約は壊れようとしている。
では、どうするか？
―核軍縮条約と
国際持続可能エネルギー機関の提案

（原題 "The Non-proliferation Treaty is Failing: What Now?"

リチャード・フォーク
デービッド・クリーガー

リチャード・フォーク
核時代平和財団理事長。プリ
ンストン大学名誉教授（国際
法、国際慣習）。カリフォルニア
大学サンタ・バーバラ校栄誉
客員教授。

デービッド・クリーガー
核時代平和財団会長。核廃
絶運動を指導。弁護士、政治
学者。核時代の平和実現の
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寄稿

　過去数十年、世界は、核不拡散条約（ＮＰＴ）によって、世界を核
の危機から救う有効な条約レジームが確立されていると考えてき
た。しかしそれは幻想である。その理由は、まず、核兵器に野心を
抱く三つの国（イスラエル、インド、パキスタン）がこの条約に近よ
りもせず、その結果、核兵器開発を行っても何らの不利益をこう
むっていないことにある。それどころか、ブッシュ大統領が提案し
たインドとの核の取引は、インドが核兵器の敷居を越えたにもか
かわらず、大きな外交的報奨を得たと理解されるに違いない。

　だが、懸念はこれだけではない。ＮＰＴは、侵略的戦争を開始す
るための口実にさえなってしまった。２００３年のイラク侵略を正当
化する論理は、すくなくとも公には、イラクの大量破壊兵器の備蓄
と秘密の核兵器プログラムの存在であった。しかし、イラクにはこ
のような備蓄もプログラムも存在しなかった。この事実は、合衆国
に敵対する国は核兵器を持たないよりも、持った方が得だという
意地の悪いメッセージとなった。イランも北朝鮮もこのメッセージ
を聞いたに違いない！　そして今、合衆国は標的を変えて、今度
はイランに侵略戦争の圧力をかけながら、核の瀬戸際に向って進
んでいる。イランの核能力を奪う唯一のたしかな方法は、防御さ
れた地下施設を核弾頭で叩くことだ、という風説が飛び交ってい
る。

　さらに困ったことに、ＮＰＴ第４条は、非核兵器国の原子力の平
和利用を「奪い得ない権利」として認めている。ドイツ、日本を含
むいくつかの国は、ウラン濃縮段階を含む完全な核燃料サイクル
を保有しており、数週間から数ヶ月あれば核兵器を手に入れるこ
とができる。もし、イランが同じことをしようとすれば、軍事攻撃と国
連制裁の理由になるであろう。これは明らかに、ＮＰＴの重要条項
の露骨な差別的適用であり、イランに、如何なる条約上の義務か
らも自由であると主張させる根拠を与えている。この重要な条項
の侵害が、他の条約締結国がもはやその条約に縛られるつもりは
ないと宣言することが許されるような重大な違反に当たる、という
のは条約関連法の初歩である。しかも、いかなる場合にも、締結

国には条約脱退の権利がある。北朝鮮はすでにこの選択
をとった。

　ＮＰＴの抱える困難はこれだけではない。合衆国をはじめ
とする核兵器国は、第6条で定められた核軍縮のための誠
実な交渉という義務を果たさないばかりか、一般的で完全
な軍縮を追求するという義務も履行していない。１９９６年、
ハーグの国際司法裁判所は全会一致で、核兵器国に対し
て第６条を厳粛な法的義務とみなすよう要請した。非核兵
器国の多くは、何年にもわたってこの違反状態に苛立って
きた。非核兵器国が何かをする時はもうとっくに来ている。核

⇒４ページ下段へ
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中央アジアで強まる
政治的確執

 米軍再編の
「蓮の葉」戦略（中）

解説

　前回（上）においては、米軍の世界的再編について東
ヨーロッパの現状を整理したが、今回は中央アジアに関す
る状況を述べる。前回と同様に、米国防総省が世界的再編
の「蓮の葉」戦略において海外基地の種類を次の３つの概
念で整理していることを、予備知識として想起しておく１。
◇主要作戦基地　常駐部隊がおりしっかりとしたインフラ
をもっている恒久基地。訓練、安保協力、作戦部隊の配備
や雇用が可能である。
◇前進作戦地　より簡素な基地で、ローテーションの作戦
部隊を配置する。必要に応じて拡大使用ができる。しばし
ば装備を事前集積する場所があり、そのための少人数支
援部隊が常駐する。
◇安保協力地点　さらに簡素な基地で、短い通告で使用
可能な一定の軍事活動を支援する。不測の事態における
アクセス、兵站支援、ローテーション作戦部隊の一時使用
などに使われる。通常、常駐人員はゼロか少数である。

◆中央アジア概観
　中央アジアにおける長期的な米軍基地設置の動きは、
２００１年１０月７日に始まった米国などによるアフガニスタン
攻撃「不朽の自由作戦」に起源をもつ。それ以後の中央ア
ジアにおける米軍基地問題を考えるとき、二つの政治的
確執を捉えておく必要がある。この地域には旧ソ連時代の
強権体質を持った政権が続いており、その腐敗に端を発
した反政府運動が存在する。強権政治が恐れているの
は、政情不安の中で、親欧米政治勢力、イスラム政治勢力
が民心をつかむことである。
　そこから来る一つの側面として、米軍がイスラム原理主
義勢力を叩く限りにおいて、米軍の存在を歓迎する。しか
し、もう一つの側面として、米国が激励する「民主化」「自由
選挙」の流れは、彼らの政治基盤を弱め、親欧米勢力やイ
スラム勢力を含む反体制運動を利する危険がある。これ
を重視したとき、強権政権は米軍に拒否反応を示すことに
なる。

の瀬戸際に向って、ゆっくりと、なし崩し的に進みながら、最
善の目標を願うというのは耐え難いことである。今こそ、可
能な限り多くの政府が、同志を募り、声を上げるべき時であ
る。我 は々もう十分に待った、と。ＮＰＴは相互の誓約に基づ
くものであったが、それは壊れようとしている。ショック療法
で、核兵器国の目を覚まさせる時がきている。

　我 は々核の拡散を容認しろと要求しているのではない。
我々が緊急に求めるのは、交渉による合意と信頼しうる査
察と検証、核兵器の段階的削減、そして核の使用あるいは
核による威嚇の全面的禁止に基礎を置く核軍縮である。米
国は、自らの安全を確保しつつ、核兵器のない世界の実現
に貢献するという重要な一歩を踏み出しうる地位と責任を
あわせ持つ唯一の国である。一方である国には核兵器の
入手や開発を継続することを許し、一方ではある国がそれ
と同じことをささやかなレベルで行おうとすれば、戦争に
よって罰せられる。このような取り決めは常識的に成り立た
ない。実際、ＮＰＴのこの論理は、存在しうる最悪の二重基
準を奨励するものになっている。このようなアプローチが、
いかに常軌を逸したものであるかは、生物化学兵器の開
発と保有を禁止する諸条約と比較すればよく分かる。これ
らの条約は、現に大量の生物化学兵器を保有している国

があったにもかかわらず、すべての国が差別なき遵守義
務を持つというものになった。なぜ、核兵器を違う扱いにし
なければならないのか？

　ＮＰＴの原子力平和利用へのアプローチにも問題があ
る。原子力の平和利用へのアクセスを許すことは、潜在的
な核兵器国の地位を与えることにならざるを得ない。現段
階での唯一の解決策は、我が国を含めたすべての国に兵
器級核分裂性物質製造のモラトリアムを課し、すでに製造
されたこれらの物質を厳格な国際管理の下に置くことであ
る。さらに、国際持続可能エネルギー機関（ＩＳＥＡ）を速や
かに設立し、貧しい国 に々多様な持続可能エネルギー（太
陽光、風力、地熱、潮力）開発のための豊富な資金を提供
するべきである。これは、地球的なエネルギー危機を緩和
し、環境保護にも貢献するであろう。

　要約すれば、我 は々、二つの条約を作ることを求める。
「核軍縮条約」と「国際持続可能エネルギー機関設置条
約」である。これらのイニシャティブのみが、我々が、恐るべ
き核の瀬戸際への道から引き返すための合理的な機会を
提供する。（訳：田巻一彦、ピースデポ）

⇒３ページから
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　一方、中央アジア諸国と国境を接する中国とロシアは、
アフガン戦争における米軍活動を容認した。しかし、この地
域における米軍プレゼンスが長期化するにつれて、警戒
感を強めていった。２００５年７月５日にアスタナ（カザフスタ
ン）で開催された上海協力機構２首脳会議が、米国など反
テロ連合国の軍隊撤退時期の明示を求めたのは、そのよ
うな傾向を明確に示すものであった。

◆ウズベキスタン
　２００５年１１月２１日、米軍最後の航空機がウズベキスタン
南部のカルシ-ハナバード基地（頭文字にＫが並ぶのでＫ
２と呼ばれる）から撤退した３。一時は１０００人を超える米軍
が駐留した「不朽の自由作戦」における重要な基地から、
米軍は撤退を余儀なくされたのである。世界再編の中で米
国は継続使用の協定を模索していたが、ウズベキスタンは
それを拒否し交渉は失敗した。
　撤退までの経過は、地域政治を色濃く反映したもので
あった。
　米軍世界態勢見直し（ＧＰＲ）が始まり、中央アジアと継続
的基地使用の交渉を開始した０４年初めの段階ではウズ
ベキスタンはいち早く好意的な反応を示していた。２月末に
ウズベキスタンの首都タシケントを訪問したラムズフェルド
国防長官は、Ｋ２基地を「前進作戦地（ＦＯＳ）」としたい旨の
発言をした。ウズベキスタンのサファエフ外務大臣は「米軍
基地が恒久的にウズベキスタンに存続する可能性を否定
しない」と述べた４。その背景には、アフガン戦争への協力
を取り付けるため、米国はカリモフ大統領の強権的な長期
政権に対して多額の援助を行ってきた経過があった。
　しかし、０５年５月１３日夜、東部アンディジャンで反政府運
動が武力鎮圧され、多くの市民の死者を出した事件を契
機に、国際世論を意識した米国は、カリモフ政権下の人権
状況に批判的立場を表明し始めた。とはいえ、Ｋ２基地の必
要性は変わらず、米軍は基地確保を諦めたわけではな
かった。前述した７月５日の上海協力機構首脳会議におけ

る米軍撤退要求の声明はこのような状況の中で発せられ
た。中国とロシアが、機を捉えて米国と中央アジア諸国の
間に楔を打ち込んだのである。
　上海協力機構の声明を受けて、ウズベキスタン外務省
はカルシ-ハナバード基地の米軍使用を再考すると表明し
た５。７月１４日～２７日、対テロ軍事共同演習がバージニア
州サフォークで開催されたとき、カザフスタン、タジキスタ
ン、キルギスは参加し、トルクメニスタンはオブザーバーを
送ったにもかかわらず、ウズベキスタンは一切の参加をし
なかった。米国はこれらの動きがキルギスに波及しないよ
うに直ちに反応した。後述するように７月２５日にラムズフェ
ルド国防長官は首都ビシケクに飛んで、中央アジア基地
の重要性を訴え、キルギスに基地提供の継続を約束させ
たのである。
　０５年７月２９日、ウズベキスタン外務省はタシケントの米
大使館に文書で基地提供の中止を通告し、１８０日以内に
すべての航空機、人員、機材を撤去するように求めた６。以
後、米軍は段階的に撤退し、冒頭に書いたように１１月２１日
に最後の航空機が基地を飛び立ったのである。
　ここで注目しておかなければならないのは、時を同じく
してロシアとウズベキスタンが新しい軍事同盟を結んだこ
とである。１１月１４日、モスクワにおいてプーチン大統領と
カリモフ大統領は新協定に署名をした。新協定は、相互の
領土内の基地使用を許し、「侵略」があったときの軍事支
援を約束し合うという、極めて深い関係を定めるものとなっ
ている７。米軍の世界再編は、一方で世界の軍事的分極
化を誘発していることを示している。

◆キルギス
　ウズベキスタンの場合と違って、米国はキルギスに米軍
基地を当面の間確保することに辛うじて成功した。０５年１
０月１１日、コンドリーサ・ライス国務長官が首都ビシケクを
訪問し新協定に署名した。「アフガニスタン情勢が完全に
安定化するまで」という条件で、やっと到達した合意であ

0 500� 1000

Km
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るとニューヨーク・タイムズ紙は伝えている８。ウズベキスタ
ンがアフガニスタンと国境を接しているのに対してキルギ
スは接していない。したがって、米軍がキルギスを保持で
きたことの意味は大きいが、ウズベキスタンの損失をカ
バーできるものではないであろう。
　キルギスの場合もまた、交渉経過は複雑な政情を反映
するものであった。
　キルギスにおいては２００５年３月２４日にピークに達した
反政府デモによって、１５年間続いたアカエフ大統領の独
裁政権が倒され（チューリップ革命）、バキエフ大統領代
行の暫定政権が誕生、７月１０日の選挙でバキエフ氏が正
式に大統領になった。
　米軍は、「不朽の自由」作戦以来、首都ビシケクに隣接
するマナマ飛行場を基地として激しく使用し、１０００人規模
の米兵を配備してきた。そして、米軍はここを「蓮の葉」戦
略における前進作戦地として恒久使用できる協定の交渉
に入っていた。それに対して新政権は、誕生時から米軍の
長期駐留に慎重な姿勢を示した。暫定政権が７月５日の上
海協力機構の共同声明に加わったのは、そのような姿勢
の表れであった。バキエフ大統領は大統領選に圧倒的勝
利をおさめた後のインタビューで、次のように語っている９。
　「アフガニスタンでは、大統領選挙も議会選挙も行われ
た。情勢は安定化している。したがって、米軍のプレゼン
スの必要性について、早速協議を始めてもよい頃である。
『いつ』、『どのように』はいずれ分かるでしょう。」
　しかし、キルギスはウズベキスタンのようには直ぐに行
動を起こさず、前述の米国内で共同軍事演習に参加し
た。７月２５日、ラムズフェルド国防長官がいち早く説得のた
めにビシケクを訪問したときには、キルギス国防大臣は
「マナス基地の継続使用を歓迎する」と述べた１０。
　しかし、実際の協定を結ぶための交渉は長期にわたり、
この項の冒頭に書いたように、１０月１１日にやっと協定は成
立した。キルギスの主たる要求は、基地の使用期限と金銭
的見返りに関してであった。期限に関する合意は、基地の
使用は永久的ではなく、あくまでもアフガニスタン情勢が
安定化するまでの合意であり、その後の撤退問題につい
ては両国で話し合うとされている。また、金銭的な問題に
ついては、キルギスはできるだけ多額の見返りを得ようとし

た。前政権が得た補償金は、前政権に着服されたとして払
い直しを求めた。同意の詳細は明らかではないが、払い直
しの問題に関する調査は継続されるようである１１。
　キルギスは、米国への基地提供と同時にロシアにも基地
建設を許していることを付記しておきたい。マナス基地か
らわずか２０ｋｍ離れた所にもロシアの基地がある。

　ウズベキスタンとキルギスにおける新しい基地協定交
渉の経過を見ると、「基地の受け入れ国との共通の利益を
基礎にした同盟関係の強化」、「基地運用の柔軟性の確
保」など、米軍の世界的再編における極めて野心的な理論
的構想にもかかわらず、現実はそのようには進展していな
いことが分かる。（上）で紹介した東ヨーロッパにおける場
合よりも、中央アジアでの原則の崩れは著しい。
　また、先にも指摘した通り、米軍再編の動きは中央アジア
における米国対中ロの覇権争いを生みだし、新しい軍事
的緊張を誘発している。（梅林宏道）

注
１．英語頭文字で呼ばれることがある。主要作戦基地(MOB =
Main Operaing Bases)、前進作戦地(FOS = Forward
Operating Sites)、安保協力地点(CSL = Cooperative
Security Location)。詳しくはイアブック「核軍縮・平和・２００
５」２２７ページ参照。
２．中国、ロシア、カザフスタン、キルギス、タジキスタン、ウズベキ
スタンの６か国で構成する。１９９６年にウズベキスタンを除く５か国
が、安全保障問題を話し合うために上海で首脳会議を開催し、
上海ファイブと呼ばれた。以後、毎年首脳会議が開催された。０
１年にウズベキスタンが加わり、「上海協力機構」となった。事務
局は北京にある。
３．２００５年１１月２１日、ＡＰ。
４．ステンファン・ブランク「米戦略の優先順位は中央アジアにシ
フト」、０４年３月２５日、EURASIANET.ORG
５．２００５年７月７日、ＡＰ
６．２００５年７月３０日「ワシントン・ポスト」
７．２００５年１１月１５日「ワシントン・ポスト」
８．２００５年１０月１２日「ニューヨーク・タイムズ」
９．２００５年７月１１日、ＡＰ
１０．２００５年7月26日　アメリカン・フォーシズ・インフォメーション
サービス。http://www.defenselink.mil/news/Jul2005/
20050726_2228.html
１１．２００５年１０月１２日「ワシントン・ポスト」、同日「ニューヨーク・タ
イムズ」

による査察の継続を求めていた。にもかかわらず、ブッシュ
政権はそのような国際的な動きを無視して、先制攻撃へと
踏み込んだのである。
　前述した先制攻撃の正当化論は、まさにイラク戦争を
行った米国を正当化する議論である。逆に、イラク戦争を
正当化するためにはこのような独断的な先制攻撃論を正
当化せざるをえない。
　これは、日本にとって極めて重大な結論を導く。日本政
府は、米英のイラク攻撃をいち早く支持した。紛れもなく日
本は、前述したような米国の先制攻撃論（予防戦争という
名の侵略戦争）を支持したのである。その後の「イラク復
興支援」という名の自衛隊派遣も、日本の行為としては侵
略戦争の延長上の行為とみなされざるを得ない。そのよう
な消えることのない前提的汚点を、小泉政権は作ってし

まった。
この既成事実は日本に深刻な問題を投げかけ続ける。
緊迫した議論を生みつつある米国のイラン攻撃論を、日本
は論理的に否定することができないであろう。また、米軍再
編で生み出されている日米軍事協力の新体制において
も、自衛隊幹部は先制攻撃論に立つの米軍と「緊密で継続
的な日常協議」を行うことを強いられる。彼らは、総司令官
たる首相のいう先制攻撃論で理論武装せざるを得ないで
あろう。
　一日も早く、日本政府として米国の先制攻撃論をはっき
りとして否定することが必要である。（湯浅一郎、梅林宏道）

注
１．「核軍縮と非核自治体２００１」（ピースデポ刊）

⇒２ページから

●Ｍ
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「
中
国
脅
威
論
」の
本
音

特特特特特別別別別別連連連連連載載載載載エエエエエッッッッッセセセセセーーーーー●●●●●99999
つちやま　ひでお

１９２５年、長崎市生まれ。長崎で入市被爆。病理学、８８年～９２年長崎大学
長。過去２回開かれた核兵器廃絶地球市民集会ナガサキの実行委員長。

 東西冷戦が終わってのち、両陣営は改めて
その過程の歴史を検証し直した。その結果、
何と自分たちは相手国を悪の帝国と信じ込
み、抑止論に基づく核戦略に狂奔したことか、
と互いに冷静さを取りもどしたはずだった。とこ
ろがそうした教訓にもかかわらず、今また似た
ようなパターンが繰り返されようとしている。今
回は相手が変わって「中国脅威論」である。
　もともとこの議論は主として米国内で周期的
といってもいい位、頭をもたげては薄れ、薄れ
てはまた蒸し返されてきている。米国の議会や
世論の底流に中国の全体主義体制に対する
反発、１３億の人口を擁する上に爆発的な経済
発展を遂げる国家への漠然とした警戒心、さ
らに軍事面での不透明性に対する不安などが
潜在的に存在しているからだ。ただ中国に対
するこの種のイメージは、多分に心理的なもの
に加えて米国政府によって意識的に強調され
てきた面が少なくない。
　その意味から中国脅威論を現実に即して
見てみることにしよう。先ず「中国は核兵器を
保有し、国連安保理常任理事国の座にある世
界的強国」（９５年２月米国における「東アジア
戦略報告」とされている。米本土まで届く大陸
間弾道ミサイル（ＩＣＢＭ）のほか、とくに中また
は短距離ミサイル弾頭用の小型核や戦術核
の開発に力を入れている点が問題視されるこ
とが多い。
　しかしその実態はどうか。中国の戦略核は２
７０発、非戦略核は１２０発とされるのに対し、米
国の戦略核は４，２１６発、非戦略核７８０発と数的
には圧倒的な差が見られる（０５年１月ピースデ
ポ製作「地球上の核弾頭全データ」より）。また
中国の国防費が１８年連続で２ケタの伸びを示
し、０６年３月の時点で前年度実績比１４．７％増
である点も問題視されている。確かに国防費
の内訳について不透明な部分が多いことは、

他の国々が中国に対して大きな不信感を生む
元となっているのは事実であろう。ただ国防費
の４兆１千億円を、米国防総省が指摘するように
発表文の実際は２～３倍と推定し、最大３倍と見
積もったとしても約１２兆３千億円である。これに
対して０６年３月にブッシュ大統領が提出した予
算教書では、米国の国防予算は前年度比４．８
％増の約４３兆７千億円にも達している。しかも
中国の兵器装備は米国に比べて２０年ないし３
０年遅れていて、経済・政治的にはグローバル
な大国であるが、軍事面では地域大国にすぎ
ない（米上院アジア太平洋小委員会における
ジョセフ・ナイ元国防次官補）との証言もある。
　さらに９６年３月の台湾海峡をめぐる中台危機
や、中国の西沙・南沙群島問題を挙げてその
脅威を強調する向きも絶えない。前者について
いえば、９４年から台湾の軍事演習が繰り返され
ていたことや、９５年に李登輝総統の訪米やそ
の言動が中国にとっては挑発的と受け止めら
れたのであろう。また０５年２月の日米安保協議
委員会による共通の「戦略目標」として台湾問
題を取り上げたことに対し、中国がつよく反発し
たのもその延長線上にあるものとみなされよう。
　ところでこれほど執拗に米国が中国脅威論
を展開するのはなぜなのか。これまで示してき
た表向きの諸条件とは別に、もっと隠された狙
いが込められているのではないだろうか―そう
した疑問を解くカギは次の文書にあるように思
えてならない。それは９２年に米国防総省から発
表された「国防計画指針」の中で、露骨すぎる
として公表時に削除され、のちメディアによって
暴露された一節だ。「・・・冷戦後にくるものは多
極的世界ではなく、米国の『一極覇権』でなけ
ればならない。その際、国連や他国の協力は必
須条件であってはならず、また西欧、アジア、旧
ソ連地域において、米国と競合しうる大国の台
頭は阻止されなければならない・・・」。

（題字も）
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次の人たちがこの号の発行に
参加･協力しました。

田巻一彦（ピースデポ）、中村桂子（ピースデポ）、丸茂
明美（ピースデポ）、湯浅一郎（ピースデポ）、大澤一枝、
津留佐和子、中村和子、林公則、梅林宏道

宛名ラベルメッセージについて
●会員番号（６桁）：会員の方に付いています。●「（定）」：会
員以外の定期購読者の方。●「今号で誌代切れ、継続願いま
す。」「誌代切れ、継続願います。」：入会または定期購読の更
新をお願いします。●メッセージなし：贈呈いたしますが、入
会を歓迎します。

ピースデポの会員になって下さい。
会費には、『モニター』の購読料が含まれています。会員には、会の情報を伝える『会報』が郵送されるほか、書籍購入、情報等の
利用の際に優遇されます。『モニター』は、紙版（郵送）か電子版（メール配信）のどちらかを選択できます。料金体系は変わりませ
ん。詳しくは、ウェブサイトの入会案内のページをご覧ください。（会員種別、会費等については、お気軽にお問い合わせ下さい。）

ピースデポ電子メールアドレス：事務局＜office@peacedepot.org＞梅林宏道＜CXJ15621@nifty.ne.jp＞
田巻一彦＜kz-tmk@j03.itscom.net＞中村桂子＜nakamura@peacedepot.org＞丸茂明美＜marumo@peacedepot.org＞

今号の略語
ＩＣＢＭ＝大陸間弾道ミサイル
ＮＰＲ＝核態勢見直し
ＲＮＥＰ＝強力地中貫通型核兵器
ＳＬＢＭ＝潜水艦発射弾道ミサイル
ＷＭＤ＝大量破壊兵器

日  誌
２００６.３．２１～４．５

作成：中村桂子、林公則

ＤＯＤ＝米国防総省／ＤＴＲＡ＝国防脅威
削減局／ＭＤ＝ミサイル防衛

●３月２１日　北京で中ロ首脳会談（～２２日）。イラ
ン核問題の外交的解決に向けた協調など盛り込
んだ中ロ共同宣言に調印。
●３月２１日　米シンクタンク「国家安全保障公文
書館」、６０－７０年代を中心にスパイ活動で仏核開
発を監視した実態に関する米公文書等を公開。
●３月２２日　米軍池子住宅増設計画を巡り逗子
市が撤回を求めた裁判で横浜地裁は訴え却下。
●３月２４日　米統合参謀本部、戦略文書「大量破
壊兵器と戦うための国家軍事戦略」を発表。
●３月２４日　ロイター通信、外交筋の話として、イ
ランが中部ナタンツにウラン濃縮用の遠心分離機
を新たに１６４基設置と報道。
●３月２６日　古川康佐賀県知事と寺田司玄海町
長、九州電力玄海原発３号機のプルサーマル計
画に正式同意、九電に事前了解書を交付。
●３月２７日　米シンクタンク「科学・安全保障研究
所」オルブライト氏ら、イランが０９年に最初の核兵
器を開発する恐ありと警告、外交努力を要求。
●３月２８日　英仏、安保理議長声明案の再修正
案を安保理各国に提示。
●３月２８日　自民党、「非軍事」宇宙開発政策を
転換し、自衛目的の軍事利用を可能とする新法
を議員立法で提出すると決定。

●３月２９日　青森県、六ケ所村再処理工場のア
クティブ試験に向けた安全協定を六ケ所村と日
本原燃との間で締結。
●３月２９日　安保理、イラン核問題に関する議長
声明案を全会一致で採択。
●３月３０日　安保理常任理事国５か国、独やＥＵ
とベルリンでイラン核問題に関する外相級会合。
●３月３０日　ＤＯＤ、通常爆薬では最大規模の爆
薬７００トンを使った爆発実験をネバダ核実験場で
６月に実施すると発表。
●３月３０日　青森県知事、日米政府が合意した
「Ｘバンドレーダー」の空自車力分屯基地への新
規配備の受け入れを表明。
●３月３１日　日本原燃、六ケ所村の使用済み核
燃料再処理工場でアクティブ試験を開始。
●３月３１日　イラン革命防衛隊のホセイン・サラミ
航空部隊司令官、国営テレビに対し、イランが国
産の多弾頭ミサイル発射実験に初成功と発表。
●３月３１日付　米国防科学委、戦略攻撃力に関
する報告書で、技術者不足など理由に２０２５年以
降に現在のミサイル攻撃能力の維持困難と表明。
●４月２日付　米政権が作戦配備中のオハイオ
級戦略原潜１２隻に核搭載型と通常型ミサイルを
一体配備する計画であることが判明。共同。
●４月２日　イラン革命防衛隊、ペルシャ湾岸部
での軍事演習で「世界最速の水中ミサイル」の発
射実験に成功したと発表。
●４月３日　米海軍第７艦隊所属イージス艦「カー
チス・ウィルバー」、大阪港に入港。
●４月４日付　ＤＯＤの爆破実験が小型核を地下
使用した際の破壊力を調べる「模擬実験」である
ことがＤＴＲＡの０６会計年度予算から判明。
●４月４日　米海軍のイージス艦「ステザム」、秋
田港に入港。
●４月５日　防衛庁、ＭＤシステムを構成するレー

書：秦莞二郎

ダーと戦闘指揮システムの高性能化に向け、新た
な共同研究開始で日米が合意と発表。

沖縄
●３月２１日　普天間飛行場移設問題で、額賀福
志郎防衛庁長官らと島袋吉和名護市長らが会
談。首相が沿岸案の微修正を容認。
●３月２３日　今月中旬に、沖合側へ２００メートル
ずらす微修正案が提示されていたことが明らか
に。
●３月２６日　普天間飛行場移設問題で、額賀防
衛庁長官が微修正案を提示。島袋名護市長がこ
れを拒否。
●３月２７日　普天間飛行場移設問題に深く関
わった岸本建男前名護市長が死去。
●３月２８日　新嘉手納爆音訴訟の控訴審第一回
口頭弁論が開催。
●３月３０日　嘉手納基地上空で、同基地所属の
Ｆ１５が照明弾を誤射。
●３月３１日　辺野古調査費が予算措置を経ずに
約２０億円超過していた問題で、那覇防衛施設局
が超過額支払いを拒否。
●４月４日　普天間飛行場移設問題で、額賀防衛
庁長官と島袋名護市長が再協議。結論に至らず、
協議継続を確認。

イアブック『核軍縮・平和』２００６
編集・出版ボランティアを募集します

　「『今』を読み解く必携の書！」と各方面から高い評価をいただいているピース
デポのイアブック『核軍縮・平和』をご存知でしょうか。市民や自治体の視点から、
平和、安全保障問題をめぐる日本と世界のさまざまなテーマを、豊富なデータや
図解とともにわかりやすい「キーワード形式」で解説する「年鑑」です。毎年、多くの
ボランティア執筆者、編集者の協力を得て発行される、まさに「市民の手による平
和のためのイアブック」です。７月初旬の刊行に向け、ただいま２００６年版の準備
が進んでいます。
　この編集・出版に関わる作業にご協力いただける方を募集します。編集補佐、
校正、ＤＴＰ（ページメーカー）、データ整理、宣伝・広報、発送など、ボランティアの
特技・関心を活かせるさまざまな仕事があります。頻度、回数、時間帯等は応相
談。これに限りませんが、ピースデポ事務所にお越しいただける方を歓迎します。
　ご関心のある方は、ピースデポ事務局までお問い合わせください。ご連絡をお
待ちしております。（担当：中村、nakamura@peacedepot.org）

読者はがきを
ご利用ください。

ご意見、ご感想・リクエス
トをお待ちしています。

　今号に「読者はがき」を同封しま
した。『核兵器・核実験モニター』の
掲載記事に関するご意見・ご感想、
また、「こんな記事が読みたい」とい
うリクエスト等がありましたらどしど
しお寄せください。また、ピースデポ
の行っているさまざまな活動・事業
に関するご意見・ご提案なども歓迎
します。ぜひ皆様の「声」を私たちに
聞かせてください。


